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2008年６月 研究会報告 
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自治体からの災害情報は、 

電話、FAX、記者発表等のアナログ中心 

2009-2010年 東海管区で実証実験へ 
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第２条 公共情報共有基盤の目的 
 地域社会における住民の生命、財産の安全の確保は公的分野の大きな役割
であるが、災害時等においては住民自らが自助、共助していくことも極めて重
要である。そのためには、 

  地方公共団体等の地域に密接した公的分野が発する
各種情報を迅速に提供し共有化 

を図ることが住民の災害対応支援の必須の要件であり、被害の拡大抑止と早
期復旧の要件でもある。そうした理念に基づき、一般財団法人マルチメディア
振興センターは「公共情報共有基盤」を構築する。公共情報共有基盤は、 

  公的分野の情報の一元的集約と地方公共団体間での
相互共有 

を図るとともに、放送を始めとする各種情報媒体が効率的に地域住民に対し
て情報を提供するためのサービスをＩＣＴ技術の活用によって実現し、広く公益
に資する事を目的とする。 

  公共情報共有基盤基本要綱（2011年5月） 

２０１１年６月、マルチメディア振興センターが 
「公共情報コモンズ® 」 として運営開始 



Ｌアラート（公共情報コモンズ）の概要 

市町村  
災害時の避難勧告・ 
お知らせ等 

情報発信 

都道府県 

防災情報・ 
お知らせ等 

標準 
フォーマット
で接続 

多様な 
フォーマット 

防災情報等の収集 
＋ フォーマット変換 
＋ 配信 

情報伝達 

ネット事業者 

メイン 
サーバ 

ラジオ事業者 

テレビ事業者 

システム接続 

情報閲覧・入力 

ラジオ 

デジタルＴＶ 

携帯電話・ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ 

緊急速報 
メール 

防災アプリ 
の活用 

緊急放送 

インターネット等 

ウェブ 
配信 

データ放送 
など 

中央省庁等 
 ・Ｊアラート情報（消防庁） 

・気象情報（気象庁） 

ライフライン等 新たなｻｰﾋﾞｽ事業者 

携帯電話事業者 

防災情報 
システム 

 ｻｲﾈｰｼﾞ、ｶｰﾅﾋﾞ等 
 
 

バックアップ 
サーバ 

（拡充予定） 

地域住民 

（拡充予定） 
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 情報発信・収集の概念モデル（出版・購読型） 

コモンズノードシステム 

LGWAN 

インターネット 

○○市 

連携システム 
（県防災情報ｼｽﾃﾑ等） 

県 発信設定 

○○市 発信設定 

放送事業者Ａトピック 

放送事業者B 
連携システム等 

LGWAN 

LGWAN 
インターネット 

A県 

放送事業者A 

形
式
変
換 

メ
ッ
セ
ー
ジ 

振
り
分
け 

放送事業者Ｂトピック 

TVCML 

HTML 

メール 

コモンズ 
形式XML 

・ 
・ 
・ 

 

コモンズ
形式XML 

コモンズ
形式XML 

Ａ県トピック 

コモンズ 
ビューワ 

コモンズ 
ビューワ 

コモンズ 
エディタ 

マスタ管理システム 

情報の種類 

  ■避難勧告・指示  
  □災害対策本部設置状況 

地域 

  ■全国 □北海道  
                    □札幌市 
            ・ 
            ・ 
情報の形式 

  ■TVCML □HTML □メール ・・・ 

特定の宛先ではなく、 
コモンズに対して発信 

必要な情報のみを 
選択して受信（購読） 

避難勧告・指示等 

市町村 

お知らせ等 
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マスタ管理システムで
トピックを作成し、収
集条件を設定すると 
接続先URLが作成さ
れる。 

マスタ管理システムで発信
設定を行ない、利用回線、
通信プロトコル等を指定する
と接続先URLが作成される。 



現在有効な情報を一覧表示す
る。 

情報の詳細表示 

一覧表示されている情報から選択した
情報の詳細内容を表示する。 

コモンズビューワ 

■公開中情報（一覧） 

※公開終了日時に到達した情報 や 
  更新情報を受信した元情報は表示 
   されなくなる。 

6 
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フィルタリング画面 

 地域、運用モード（本番/訓練/テスト）、情報項目を選択 
 現在有効な情報一覧に表示されている情報の絞り込みが可能 



20121113 8 

地図表示画面 

広島市の避難所情報 



サービス利用者数の推移 
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平成２７年１月末現在 
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 サービス利用者数は年々増加傾向にあり、７５０の団体・社が登録済
（H27.1末）。 

 情報伝達者（387）に次いで、情報発信者（328）が多い。 
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秋田県、宮城県、福島県、新潟県、静岡県、岐阜県、 
京都府、滋賀県、大阪府、兵庫県、徳島県、愛媛県、  
【広島県】、大分県、 

【鳥取県】、北海道、茨城県、東京都、香川県、高知県
【島根県】、宮崎県、熊本県 

千葉県、栃木県、福井県、三重県、 
【岡山県】、沖縄県 

愛知県、神奈川県、山梨県、山形県、
長野県、埼玉県  

   検討中：   ６ 

参加中の都道府県： 
 

４１ 
 

本番情報を発信中： 
 

２３ 

本番情報未発信： 
 

１８ 

準備中： １２ 

検討中：  ６ 
青森県、群馬県、奈良県、 
佐賀県、鹿児島県 

長崎県 

（平成27年１月末現在） 

【山口県】、福岡県、石川県 

岩手県、富山県、和歌山県、 

※ 赤字： 26年度加入団体（予定を含む） 
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未参加の都道府県： 
 

６ 

※ グレー矢印： 26年度末頃の動き 

Lアラート（公共情報コモンズ）参加中の都道府県の分類 

６県（緑⇒ピンクへ） 

５県（青⇒緑へ） 

３県 
（青⇒緑へ） 



情報発信者（自治体）数の推移 
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936 

24 

平成２７年１月末現在 
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本番運用（※）を行っているのは２４都道府県 

当該都道府県内の市町村の合計数は９３６に上る。 



流通している主な本番情報 
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発信者 

情報種別 

備考 

避
難
勧
告 
・
指
示 

避
難
所
情
報 
 

災
害
対
策
本
部 
設
置 

被
害
情
報 

お
知
ら
せ 

河
川
水
位
情
報 

雨
量
情
報 

水
位
周
知
河
川 

緊
急
速
報
メ
｜
ル 

北海道/全市町村 ○ ○ ○ ○ 
宮城県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ イベント情報及びお知らせで防災関連の情報を発信する市町村がある。 

秋田県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

福島県/全市町村 ○ ○ ※ ○ ※ 
※災害対策本部は、県が設置した場合のみ配信。 
※楢葉町、大熊町が独自に生活情報を発信 

茨城県/全市町村 ○ ○ ※ お知らせは一部の市町村が発信 

東京都/全市区町村 ○ 
新潟県/全市町村 ○ ※ ○ ※ ※避難所情報は新潟市のみ。 ※イベント（お知らせ）は、新潟市、長岡市のみが発信。 

岐阜県/全市町村 ○ ○ 
静岡県/全市町 ○ ○ ○ ○ 
滋賀県/全市町 ○ ○ ○ イベント（お知らせ）として県からの各種お知らせを発信。 

京都府/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
大阪府/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ イベント（お知らせ）として防災関連の情報を発信。 

兵庫県/全市町 ○ ○ ※ ※ ※お知らせ、イベント（お知らせ）は、一部の市が発信 

鳥取県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ お知らせは、災害に関連した内容に限定して発信。 
島根県/全市町村 ○ ○ 
広島県/全市町 ○ ○ ○ 
徳島県/全市町村 ○ ○ 
香川県/全市町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
愛媛県/全市町村 ○ ○ ○ ○ 
高知県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ 
大分県/全市町村 ○ ○ 
宮崎県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

埼玉県下23市町 ○ ○ 防災無線で住民へ連絡している情報を中心に発信。 

長野県 ○ ○ 河川・雨量のみを発信。 

長野県下の市町村 ※ ※ ※ ※ ※ ※一部の市町村が情報発信。 

イ
ベ
ン
ト
（
お
知
ら
せ
） 

平成26年12月末現在 
（赤字： 26年度に運用開始） 



 Jアラート配信情報 公共情報コモンズ配信情報（6/16現在） 

国
民
保
護 

弾道ミサイル情報 消防庁（Jアラート）から受信中 

航空攻撃情報  消防庁（Jアラート）から受信中 

ゲリラ・特殊部隊攻撃情報 消防庁（Jアラート）から受信中 

大規模テロ情報  消防庁（Jアラート）から受信中 

緊急に住民に伝達することが必要な国民保護に関する情報 消防庁（Jアラート）から受信中 

緊急地震速報  取扱わない 

気
象
警
報
・
注
意
報 

津波警報（大津波）   気象業務支援センターから受信中 

津波警報（津波）   気象業務支援センターから受信中 

噴火警報  気象業務支援センターから受信中 

東海地震予知情報  

東海地震注意情報  

東海地震に関連する調査情報 

震度速報  気象業務支援センターから受信中 

津波注意報  気象業務支援センターから受信中 

火口周辺警報  気象業務支援センターから受信中 

気象警報  気象業務支援センターから受信中 

土砂災害警戒情報  気象業務支援センターから受信中 

竜巻注意情報  気象業務支援センターから受信中 

記録的短時間大雨情報 気象業務支援センターから受信中 

指定河川洪水予報 気象業務支援センターから受信中 

震源・震度に関する情報 気象業務支援センターから受信中 

噴火予報 気象業務支援センターから受信中 

気象注意報 気象業務支援センターから受信中 

Ｊアラート配信情報と公共情報コモンズ配信情報の関係 

14 （平成２６年２月２７日よりYahoo! JAPANが国民保護情報を利用開始） 



発表市町 発信情報の内容例 

さいたま市  
         

防災課 

行方不明人の捜索願 
大雨・強風に注意を！ 
振り込め詐欺被害防止啓発放送 
積雪・凍結による注意 
さいたま市災害に強いまちづくり計画（素案）パブリックコメントの募集は
終了いたしました。 
大宮駅周辺で帰宅困難者対策訓練を行います。 

広報課 イベント情報 

秩父市 広聴広報課 
もしもの時のために ～ 非常持出品・備蓄品を準備しましょう 
あなたの「秩父の木で、家をつくりたい! 」を、秩父市がサポートします！ 

所沢市 
危機管理課防
犯対策室 

振り込め詐欺について 

本庄市 
秘書広報課 児玉総合支所が仮庁舎に移転します 
危機管理課 火災発生/鎮火情報 

東松山市 広報広聴課 比企地域B級グルメ＆特産品フェスタ 

深谷市 指令課 
防災行政無線情報  
 ５月１日(水)１８時２４分に発生した○○の建物火災は１８時５４分に鎮火しました。 

上尾市 

消防本部指令
課 

消防本部からのお知らせ 
 住宅用火災警報器の設置はお済みですか？ 

 住宅用火災警報器は火災の煙を早期に感知して、あなたやあなたの家族の 「いのち」 を守り
ます。住宅用火災警報器を設置しましょう。 

市民安全課 
市民安全課からのお知らせ 
 自転車マナーアップ強化月間 

イベント（お知らせ）情報の発信 
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  情報発信者のメリット（自治体からの評価の例） 

東京都 

高知県 

○ 自治体だけでは全ての住民に届かない部分があるので、
メディアの力を借りながらシームレスに情報がすぐに伝わる
のがよい。 

○ 市町村側は、今まで個々に行っていた携帯電話３社への
緊急速報メールが一斉に配信できる等の利便性の向上や
県のシステムとの連携による業務負担の軽減というメリット、
報道機関は、市町村が発令した情報や避難勧告や被害情
報をある程度リアルタイムに把握ができるというメリットの声
があがっている。 

 
○ Ｌアラートを利用する以前は、市町村の防災担当者と報道

機関との接点がほとんどなく、災害時における報道機関か
らの問い合わせは支障という認識を持っていたが、導入後、
市町村と報道機関が一緒になる連絡会を設置し、話し合
いをする中で、お互いの理解を深めることができた。 

 緊急性の高い情報を、
迅速かつ正確に多様
なメディアに発信が可
能 
 

 市町村の入力作業負
荷の軽減に役立つ 
 

 市町村と報道機関の
意思疎通の円滑化 

※ 上記は、「Lアラートシンポジウム2014」におけるコメントの抜粋。 16 
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情報伝達者数の推移 平成２７年１月末現在 
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最近１年間で、ＣＡＴＶ事業者の増加が顕著 

アプリを利用して情報伝達する事業者も増加傾向 
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都道府県別の情報伝達者数 平成２７年１月末現在 

 本番情報を発信している都道府県（ピンク）内では、情報伝達者数が
必ず存在。 

北海道 東北 関東 信越 東海 北陸 近畿 中国 四国 九州 沖縄 

北海道 13 青森 0 茨城 5 新潟 21 岐阜 13 富山 0 滋賀 3 鳥取 7 徳島 3 福岡 6 沖縄 1 

岩手 0 栃木 2 長野 33 静岡 26 石川 2 京都 8 島根 3 香川 7 佐賀 0 

宮城 10 群馬 2 愛知 13 福井 0 大阪 12 岡山 6 愛媛 14 長崎 4 

秋田 7 埼玉 8 三重 11 兵庫 12 広島 9 高知 11 熊本 7 

山形 3 千葉 8 奈良 0 山口 1 大分 10 

福島 8 東京 46 和歌山 0 宮崎 10 

神奈川 7 鹿児島 2 

山梨 9 

合計 13 合計 28 合計 87 合計 54 合計 63 合計 2 合計 35 
合計 

26社 
合計 35 合計 39 合計 1 

全国合計 383 

※ ＮＨＫを除く。 
※ 複数県に跨って営業している放送会社の数は 
  １社（本社所在地）としてカウント。該当する放送会

社数は次のとおり。 
 ・本社所在地が鳥取県で島根県内で放送 ⇒ ２社 
 ・本社所在地が島根県で鳥取県内で放送 ⇒ ２社 
 ・本社所在地が香川県で岡山県内で放送 ⇒ ２社 

※ 



平成27年2月16日現在 
（赤字： 26年度加入団体） 中国地方の情報伝達者の一覧 

○地上波テレビ 

日本海テレビ 

山陰放送 

山陰中央テレビジョン 

山陽放送 

岡山放送 

テレビせとうち 

テレビ新広島 

広島ホームテレビ 

中国放送 

（小計 9社） 

 

 

 

西日本放送（香川） 

瀬戸内海放送（香川） 

（小計 2社） 

○ｺﾐｭﾆﾃｨFM 

中国コミュニケーショ
ンネットワーク 

   （小計 1社） 

○FMラジオ 

エフエム山陰 

岡山エフエム 

広島エフエム 

（小計 3社） 

○ＡＭラジオ【再掲】 

山陰放送 

山陽放送 

中国放送 

（小計 3社） 

 

 

○ケーブルテレビ 

中海テレビ 

伯耆町有線テレビジョン 

鳥取中央有線放送 

日本海ケーブルネットワーク 

鳥取テレトピア 

倉敷ケーブルテレビ 

玉島テレビ 

東広島ケーブルメディア 

ひろしまケーブルテレビ 

たけはらケーブルネットワーク 

ケーブルネット下関 

     （小計 11社） 

○新聞社 

中国新聞 

（小計 1社） 

○ポータル等 

アイ･コミュニ
ケーション 

（小計 １社） 

中計 
29社 
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合計 
31社 

＜四国地方に本社がある地上波テレビ局＞ 

※ ＮＨＫを除く。 



コモンズ 
ネットワーク 

20130220 21 

  コモンズ連携システムの接続 

全国 
コモンズﾉｰﾄﾞ 
システム 

バックアップ 
コモンズﾉｰﾄﾞ 
システム 

① コモンズ連携システムによる情報収集 
利用者等が開発したコモンズ連携システムを接続して情報の収集を行う。 

IP-VPN 

インターネット 

放送ｼｽﾃﾑ 
原稿ｼｽﾃﾑ等 

放送等 

PUSH配信 

(SOAPやTVCML) 
受信・変換 放送 情報発信 

(自治体など) 

いずれか、
または両方 

連携ｼｽﾃﾑ 

新規開発 
あるいは 

パッケージソフト導入 

サービス利用者 
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区
分 情報伝達者 対象地域 接続方式 運用開始 備考 

地
上 
波  
放
送 

1) 日本放送協会 全国 TVCML 2012/01/17 
データ放送、ホームページ他 
全国のデータを東京で一括受信 

2) サンテレビ 兵庫県 TVCML 2012/01/17 データ放送 

3) テレビ埼玉 埼玉県 TVCML 2012/08/31 データ放送 

4) 東北放送 宮城県 SOAP 2013/07/01 データ放送 

5) 静岡放送 静岡県 TVCML 2013/07/22 データ放送、ホームページ 

6) 日本海テレビジョン放送 鳥取県、島根県 SOAP 2014/04/01 L字・データ放送 

7) テレビ新広島 広島県 SOAP 2014/07/07 L字放送 

8) 京都放送 京都府 SOAP 2014/10/15 データ放送 

C 
A 
T 
V 

9) BAN-BANネットワークス 兵庫県(加古川市他） TVCML 2012/01/17 コミュニティチャンネル 

10) 気仙沼ケーブルネットワーク 宮城県(気仙沼市) SOAP 2013/03/20 データ放送 

11) ケーブルテレビ佐伯 大分県(佐伯市） メール 2013/06/13 コミュニティチャンネル・データ放送 

12) ケーブルテレビ可児 岐阜県(可児市他） TVCML 2013/10/22 データ放送 

13) ＴＯＫＡＩケーブルネットワーク 静岡県(三島市他) SOAP 2014/03/17 コミュニティチャンネル・データ放送 

14) トコちゃんねる静岡 静岡県(静岡市) SOAP 2014/03/17 コミュニティチャンネル・データ放送 

15) 浜松ケーブルテレビ 静岡県(浜松市他) SOAP 2014/04/15 コミュニティチャンネル・データ放送 

16) いなばぴょんぴょんネット 鳥取県（鳥取市） メール 2014/06/04 コミュニティチャンネル・Ｌ字放送 

17) 愛媛ＣＡＴＶ 鳥取県（松山市他） ＳＯＡＰ 2014/07/01 コミュニティチャンネル・データ放送 

18) 黒潮町ケーブルテレビ放送 黒潮町 ＳＯＡＰ 2014/07/08 コミュニティチャンネル・データ放送 

19) ビィーティーヴィーケーブルテレビ 
宮崎県（都城市、日南市 
   三股町、高原町、小林市） 
鹿児島県（曽於市） 

ＳＯＡＰ 2014/07/08 コミュニティチャンネル・データ放送 

20) 蓼科ケーブルビジョン 長野県（立科町、佐久市の一部） SOAP 2014/08/01 コミュニティチャンネル 

21) ＣＡＴＶ富士五胡 山梨県（富士吉田市） ＨＴＭＬ 2014/10/01 気象情報のバックアップ 

FM 22) 兵庫エフエム放送 兵庫県 ＳＯＡＰ 2014/10/01 ホームページ 

新
聞 

23) 中国新聞社 広島県 SOAP 2012/06/05 防災メールでの利用 

24) 静岡新聞 静岡県 TVCML 2013/07/22 ホームページ 

そ 
の 
他 

25) フューチャーリンク 全国 SOAP 2011/06/20 地域ポータル（自治体毎の契約） 

26) ＩＩＪ 全国 SOAP 2013/07/01 デジタルサイネージ（自販機設置） 

27) ヤフー 全国 SOAP 2013/08/22 PC/スマホサイト・防災スマホアプリ 

28) ゲヒルン 全国 SOAP 2013/10/01 ポータルサイト、ツイッターに利用 

29) 時事通信社 全国 SOAP 2014/10/01 記事の作成 

    連携システムで接続している情報伝達者 平成26年11月10日現在 
（赤字： 26年度加入団体） 



 データ入力の省力化による、情報の正
確かつ迅速な伝達が可能 

 情報取得のためのシステム開発やコン
テンツ制作のコストの大幅な削減 

 広域かつ詳細な大量の情報の時系列、
地域の別に一覧性を確保 

情報伝達者のメリット 
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○ これまで取材をもとに避難関係の情報を
伝えてきたが、Lアラートを活用すること
で、より迅速かつ正確な情報を視聴者に伝
えられるようになることを期待している
（NHK）。 

○ 特に大災害が発生した際は、電話での取
材が困難になることや、自治体からの情報
が膨大になることからLアラートが重要な
役割を果たすと考えている（NHK）。 

※ 上記は、「Lアラートシンポジウム2014」におけるコメントの抜粋。 

公共情報 
コモンズ 

情報伝達者 
（メディア） 

従来の方式 

情報発信者 

情報源 

情報源 

情報源 

情報源 

標準 
フォーマット 

自治体Ａ 

自治体Ｂ 

自治体Ｃ 

・・・ 

個別のフォーマット 

コモンズの方式 
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目次 

1. 公共情報コモンズ 
とは 

5. 2015 年度の課題 

2. 情報発信者としての 
   地方自治体等の役割 

3. 情報伝達者としての 
   放送事業者等の役割 

4. 誰のために公共情報
の共有が必要か 

※ 『公共情報コモンズ®』は財団の登録商標です。（登録第５３４８９６９号） 



情報種別 コモンズへの発信件数 構成比 備考 

避難勧告・指示情報 ６１６ 1% 

  
   主要な４情報 
   （約2900件） 
  

避難所情報 ７５７ 1% 

災害対策本部設置状況 ９７３ 2% 

被害情報 ５７９ 1% 

緊急速報メール １６ 0.03%   

お知らせ ３６７ 1%   

イベント情報 ２，８９８ 5%   

気象・地震・津波関係情報 ５２，４２９ 89% 
気象警報・注意報が約80％を占
めている。 

 合計 ５８，５９９ 100%   

※河川水位・雨量情報は含まれていません。 

平成２５年度に公共情報コモンズへ発信された主な本番情報 

25 



平成26年4～12月の避難勧告・指示情報発信件数 

26 

2014/4 2014/5 2014/6 2014/7 2014/8 2014/9 2014/10 2014/11 2014/12 総発信数 
自治体 件数 自治体 件数 自治体 件数 自治体 件数 自治体 件数 自治体 件数 自治体 件数 自治体 件数 自治体 件数 自治体 件数 

北海道 20 65 17 65 3 19 40 149 
宮城県 1 2 1 2 1 7 8 20 8 31 
福島県 1 4 3 6 3 10 
茨城県 13 47 13 47 
東京都 2 6 1 4 10 30 11 40 
新潟県 1 2 7 61 5 28 1 3 12 94 
長野県 1 5 1 5 
岐阜県 3 10 9 46 20 50 25 106 
静岡県 2 6 28 145 28 151 
滋賀県 1 3 14 79 1 2 9 62 14 146 
京都府 18 94 2 8 11 36 21 138 
大阪府 24 94 25 75 30 169 
兵庫県 1 3 11 134 1 8 6 31 1 1 1 1 15 176 

鳥取県 1 3 1 2 2 5 

広島県 8 102 1 24 1 14 1 1 8 141 
徳島県 2 4 20 347 14 53 20 404 
香川県 11 44 6 20 12 64 
愛媛県 10 37 5 13 11 50 
高知県 4 20 32 270 30 108 1 1 33 399 
大分県 2 6 3 7 6 23 9 36 
宮崎県 21 97 17 85 25 74 26 256 
総計 2 6 1 3 8 31 39 190 198 1407 23 114 227 842 2 2 6 24 342 2617 

※１ 兵庫県神戸市、広島県広島市では、政令区ごとに発信されているが、合わせて１市とカウント 
※２ 取消情報が発信されている場合、一連の情報を全て無効情報として取り扱っている。 



0%

20%

40%

60%

80%
震災発生時 

震災直後 

4月末まで 

電話・メール 放送 インターネット その他 

(n=328) 
 

 テレビ、ラジオ、携帯電話、ホームページ等のメディアの評価が高い。 
 

 複数の伝達手段を組み合わせることにより、災害情報が住民に確実に届く環境
を整備することが重要 

 
東日本大震災時の利用メディアの評価 

東日本大震災の教訓： 多様なメディアの利用 

27 



Ｌアラートの活用状況 

（画像はNHKより提供） 

①ｄボタンを押して防災情報ページから「避難指示・勧告」を選択 

②「市区町」を選択 

③選択した地域の避難指示・勧告情報を表示 

28 



情報発信者 

広島県 

鳥取県 

Lアラート （公共情報コモンズ） を導入済みの県 

中国地方の運用状況 

広島県内の 
情報伝達者 

鳥取県内の 
情報伝達者 

全国的な 
情報伝達者 
（例： 携帯電話） 

地域住民に対する
災害情報の多様な
伝達手段を確保 

情報伝達者 地域住民 

※２ 導入済３県の人口 
 ・ 広島県： 288万人 
 ・ 鳥取県：  59万人 
  ・ 島根県：  71万人 
 

※３ 中国地方の人口は、 
    5県で756万人 

※１ 2014年度の避
難情報の発信件数 

 ・広島県：  141件 
 ・鳥取県：    ５件 

（平成26年12月末現在） 

島根県 

島根県内の 
情報伝達者 

２１社 

※4 本社所在地が香
川県で、岡山県で
放送を行っているテ
レビ局２社を含む。 

ラジオ 

ケーブルテレビ 

地上波テレビ 

岡山県 

山口県 

上記の３県以外の２県 ５社 

３社 

２社 

１０社 

Lアラート 
（公共情報 
コモンズ） 

※4 

※5 

※5 県別内訳は、岡山
県９社、山口県１社 

※1 

※1 

※2, 3 



地域住民のメリット 

 緊急事態発生時には、身近なメディアを通じて、迅速に正確な情
報取得が可能になります。  

   日頃使い慣れたテレビ、ラジオ、携帯電話、インターネット等、多様なメディアを通して、身障者、高齢者を問わず

地域住民の誰もが、いつでも、どこでも、分かりやすい形式で地域の安心・安全に関わる情報を確実、迅速に入

手することができます。 

 誰もがどこにいても、緊急情報を取得できるようになります。 

   外出先や移動中であっても、携帯電話や街に設置 

   されている大型ビジョン（デジタルサイネージ）等で、 

   災害に関する情報を文字や音声等、様々なメディア 

   を通じてリアルタイムに受信できるようになります。   

 同一の情報源に基づいた情報 

  の入手が可能に。 
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※ 『公共情報コモンズ®』は財団の登録商標です。（登録第５３４８９６９号） 



Ｌアラートの「普及加速化パッケージ（抄）」 

○全都道府県での導入決定を26年度中に実現 

○地域メディア等、情報伝達者の全国的な参加を
促進 

○認知度を高めるための広報戦略を強化 

１： 全国に早期普及する 

○小規模の自治体・事業者等への情報発信支
援、Ｇ空間情報を活用した災害情報の視覚化
を推進 

○データ放送等との連携を推進 

○ｻｲﾈｰｼﾞ､ｶｰﾅﾋﾞ等の新たなメディアとの連携を
推進 

○ライフライン情報の提供を推進。 

○生活必需品等の情報提供を検討。コンビニ、
ガソリンスタンド、病院、ＮＰＯ等との連携を先
行検討。 

2： 情報内容を拡充する 

３： 使いやすさを向上させる 

５： 付加価値を創出し、海外にも貢献する 

○地域単位の連絡会を設置し、全国や地域で
の合同訓練の定期的実施と平時利用を推進 

○災害対応業務とＬアラートへの情報発信を
シームレスにつなげるための取組を推進 

○災害対策におけるＬアラートの位置づけの明
確化等を検討 

４： 平時の体制を強化する 
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Lアラートの「普及加速化パッケージ」の推進 

33 

2015年度の課題 

【検討中の課題】 

 Lアラート（公共情報コモンズ®）の普及促進 

 ライフライン事業者をはじめ、サービス利用者の拡大 

 保護対象とすべき「地域住民」の範囲の拡大 

 発信情報の品質確保 

 持続可能な体制づくり 
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１ 日時： 平成26年11月13日（水） 14:１5-16:30  

 

２  場所： 一橋講堂 （東京都千代田区） 

 

３  主催： 総務省、関東総合通信局、ＦＭＭＣ 

 

４  開催趣旨： 
本シンポジウムは、導入エリア、共有される情報

内容、配信媒体などを通じてますます拡大する「Ｌ
アラート」の展望とその課題について検討を深め、
もって「Ｌアラート」の周知を図ることを目的として
開催するものです。 

 

５  参加者： ４１６名 

Ｌアラートシンポジウム2014 
～「公共情報コモンズ」からの発展～ 

６  プログラム構成 

・ 関係者挨拶 （FMMC、総務省の双方の代表） 

・ 基調講演 （総務省研究会・山下座長 （㈱ＮＴＴﾃﾞｰﾀ相談役）） 

・ パネルディスカッション （50音順） 
兄部 純一 ㈱ＮＨＫエンタープライズ 上席執行役員 
池田 正   ㈱NTTドコモ サービス運営部災害対策室長 
古閑 由佳  ヤフー㈱ 社長室コーポレート政策企画本部長 
野々村 毅  高知県  危機管理部長 

山本 孝     ㈱ジェイアール東日本企画  
        デジタルサイネージ推進センター長 
須田 徹     東京都 総務局総合防災通信課課長補佐 
辻村 和人  日本放送協会 報道局災害・気象センター長

  

22% 

21% 

10% 
10% 4% 

3% 
3% 

27% 

IT関連企業 

マスコミ関係 

地方公共団体 

通信事業者 

国関係 

ライフライン業者 

サイネージ業者 

その他 

参加者 
の属性 



  全国合同訓練 

 
○ 訓練情報の発信 
  １６都道府県より発信 
  北海道、秋田県、福島県、新潟県、 
  東京都、山梨県、静岡県、三重県、 
  滋賀県、大阪府、兵庫県、鳥取県、 
  徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

１．合同訓練の趣旨 

２．平成２６年合同訓練 ＝ ６月４日（水）に実施 

○ 公共情報コモンズサービスの活用には、自治体・メディア等が連携しての運用の習熟が必要 
○ 各都道府県合同で訓練を行うことにより、全国的な訓練の機会を提供し、都道府県域を超

えた情報共有を可能にするとともに、新たな利用の実証や対外的アピールにも活用            

35 コモンズビューワへの表示 ＮＨＫデータ放送への表示 閲覧会の実施（関東総合通信局）        

○ 訓練情報の伝達 ○ 総合通信局主催で 
  全国１４か所で閲覧会 
  を実施 

 データ放送（ＮＨＫ、民放） 
  訓練用ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ（ヤフー） 

カーナビ等への表示実証 
  （ＩＴＳＪａｐａｎ） 
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ご清聴ありがとうございました。 

一般財団法人マルチメディア振興センター 公共情報コモンズセンター 
 
 ■  住所 〒105-0001 

東京都港区虎ノ門三丁目２２番１号 
秀和第二芝公園ビル２階 

 
 ■  電話 （０３）５４０３－１０９０ 
 
 ■  E-Mail commons-info@fmmc.or.jp 
 
 ■ URL  http://www.fmmc.or.jp/commons/  

 

■問合せ先 

mailto:commons-info@fmmc.or.jp
mailto:commons-info@fmmc.or.jp
mailto:commons-info@fmmc.or.jp
http://www.fmmc.or.jp/commons/

